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議案第１１６号 指定管理者の指定について 

(相模原市民会館)に係る調査結果 

 

 

【指定管理業務における共同企業体の業務分担】 

株式会社ギオン 

・全体管理(共同企業体間の取りまとめ、会計業務等) 

アクティオ株式会社 

・運営管理(文化事業の実施に関する業務、ホールオペレートに関する業務等) 

株式会社ウイッツコミュニティ 

・施設維持管理(清掃、設備点検、環境衛生管理等) 

 

 

  

別紙１ 
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第１ 調査の概要 

１ 調査の種類 

   地方自治法第２４４条の２第１０項及び相模原市民会館の管理に関する協定書(以

下「管理協定書」という。)第１９条第１項の規定に基づく調査 

  

２ 調査の実施日及び場所 

（１）実施日 

平成３０年１１月２０日から２７日まで(現地調査は１１月２０日) 

（２）場所 

   相模原市民会館 

相模原市中央区中央３丁目１３番１５号 

 

３ 調査の対象 

 （１）対象施設 

相模原市民会館 

 （２）所管課名 

     市民局文化振興課 

 （３）対象団体 

共同企業体ギオン・アクティオ・ウイッツグループ(以下「共同企業体」という。) 

 （４）対象期間 

     平成２９年度 

 
 ４ 主なリスク及び着眼点 
   調査の実施に当たり想定されるリスクを踏まえ、次のとおり主な着眼点を定めて調

査を行った。 

調査対象事務 リスク 主な着眼点 

（１）共同企業体における株式会

社ギオン(以下「ギオン」とい

う。)、アクティオ株式会社(以

下「アクティオ」という。)

及び株式会社ウイッツコミュ

ニティ(以下「ウイッツコミュ

ニティ」という。)が担当する

業務 

業務分担が適

切に行われない

リスク 

共同企業体を構成するため

のギオン及びアクティオとの

協定書に基づいて、それぞれ

の業務が行われているか。 

 
 ５ 主な調査手続 
   共同企業体に次の方法を用いて調査を実施した。 
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（１）書面調査 

    必要書類が作成され、適切に記載されているかについて、次の書面等を確認した。 
    ・共同企業体を構成するための協定書 

・指定管理者応募に係る事業計画書 

 （２）ヒアリング 

   代表団体であるギオン職員に対してヒアリングを実施し、見解を聴取した。 

 

６ 相模原市民会館の概況等 

 （１）所在地 

    相模原市中央区中央３丁目１３番１５号 

 （２）開館年度 

    昭和４０年度 

 （３）主な施設 

ホール、会議室、あじさいの間、けやきの間、ひばりの間、講習室、食堂 

（４）指定の期間 

  平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで 

（５）平成２９年度指定管理料 

  ８９，５３０，７００円 

（６）組織(平成３０年４月１日現在。指定管理者作成資料による。) 

  職員３６人  <内訳>館長 1 人 

            その他職員 ３５人(非常勤職員２９人)   

（７）指定管理者が行う業務の範囲 

相模原市立市民会館条例(昭和４０年相模原市条例第２６号。以下「条例」という。)

第２１条において、次のとおり定めている。 

ア 会館の休館日を定めること、休館日を開館日とすること、及び利用できる時間

の変更に関する業務 

イ 会館の利用の承認、利用の制限、利用の承認の取消し等に関する業務 

ウ 特別な設備等の使用等の承認に関する業務 

エ 入館の制限等に関する業務 

オ 販売行為等の許可に関する業務 

カ 条例第１４条第２項の規定による原状回復に係る事務の執行及びこれに要した

費用の徴収に関する業務 

キ 市民の文化の振興及び向上を図るための事業の実施に関する業務のうち、市長

が別に定めるもの 

ク 会館の施設等の維持管理に関する業務のうち、市長が別に定めるもの 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、会館の管理上必要と認められる業務で、市

長が別に定めるもの 
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（８）管理経費の収支状況 

管理協定書第１８条第２項の規定に基づき平成３０年４月２７日付けで市に提出

された平成２９年度の事業報告書に記載された相模原市民会館の管理経費の収支の

状況(以下「収支決算」という。)の概要は、次表のとおりである。 

 

収支決算 

■ 収入                             (単位：円) 

科    目 予 算 額 決 算 額 

指定管理料 89,530,700 89,530,700 

利用料収入 47,000,000 48,779,071 

事業収入 11,000,000 17,626,113 

事業雑収入 100,000 50,250 

レストラン収入 5,592,000 5,801,868 

手数料収入 1,919,000 1,860,302 

雑収入 213,000 240,820 

収入合計 155,354,700 163,889,124 

   ■ 支出 

科    目 予 算 額 決 算 額 

人件費(常勤) 21,558,000 21,694,521 

人件費(非常勤) 12,147,000 12,483,709 

文化振興事業費 10,950,000 15,888,208 

消耗品費 1,479,000 2,097,997 

光熱水費 25,616,500 23,378,633 

印刷製本費 800,000 103,015 

修繕費 2,777,100 3,292,870 

保険料 131,000 125,470 

通信運搬費 1,138,000 1,170,466 

手数料 83,900 100,548 

設備保守点検委託 39,387,600 39,657,600 

舞台関係委託費 27,191,000 27,190,080 

機械警備 234,000 233,280 

リース料 2,749,000 2,568,926 

備品費 90,000 10,584 

諸会費 51,000 51,000 

租税公課 2,696,000 2,836,741 
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支払手数料 1,296,000 1,296,000 

その他 4,979,600 8,700,202 

支出合計 155,354,700 162,879,850 

 

第２ 調査の結果 

１ 指定管理業務における共同企業体の業務分担について 

   共同企業体を構成するための協定書を確認したところ、主に次のとおりの業務分担

となっており、会計業務についてはギオンが担当していた。 

   なお、収支決算額について、齟齬がないことを確認している。 

・ギオン：全体管理(共同企業体間の取りまとめ、会計業務等) 

・アクティオ：運営管理(文化事業の実施に関する業務、ホールオペレートに関する

業務等) 

・ウイッツコミュニティ：施設維持管理(清掃、設備点検、環境衛生管理等) 

 

２ 施設の管理能力について 

   ウイッツコミュニティが担当する清掃、設備保守点検などの施設維持管理業務につ

いては、これまでの月次報告書によりその実施状況を確認し、良好である。 

    

第３ 指示事項 

なし 
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   議案第１２６号 指定管理者の指定について 

(相模原市立さがみ湖リフレッシュセンター) 

に係る調査結果 

 

 

【指定管理業務における共同企業体の業務分担】 

株式会社ウイッツコミュニティ 

・指定管理者業務(施設運営全般(会計業務を含む。)) 

株式会社ギオン 

・指定管理者業務コンサルティング 

 

  

別紙２ 
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第１ 調査の概要 

１ 調査の種類 

   地方自治法第２４４条の２第１０項及び相模原市立さがみ湖リフレッシュセンター

の管理に関する協定書(以下「管理協定書」という。)第１９条第１項の規定に基づく

調査 

  

２ 調査の実施日及び場所 

（１）実施日 

平成３０年１１月２１日から２５日まで(現地調査は１１月２２日及び２３日) 

（２）場所 

   株式会社ウイッツコミュニティ 西門オフィス 

相模原市中央区相模原６丁目２０番１号 ウイッツ西門プラザ 

    

３ 調査の対象 

 （１）対象施設 

相模原市立さがみ湖リフレッシュセンター(以下「リフレッシュセンター」とい

う。) 

 （２）所管課名 

     健康福祉局福祉部相模湖保健福祉課 

 （３）対象法人 

共同企業体ウイッツ・ギオン(以下「共同企業体」という。)における会計事務を

含む施設管理運営業務担当法人株式会社ウイッツコミュニティ(以下「ウイッツコミ

ュニティ」という。) 

 （４）対象期間 

     平成２９年度並びに平成３０年４月及び５月 

 
 ４ 主なリスク及び着眼点 
   調査の実施に当たり想定されるリスクを踏まえ、次のとおり主な着眼点を定めて調

査を行った。 

調査対象事務 リスク 主な着眼点 

（１）共同企業体にお

けるウイッツコ

ミュニティ及び

株式会社ギオン

(以下「ギオン」

という。)が担当

する業務 

業務分担が適切に

行われないリスク 

共同企業体を構成するためのギ

オンとの協定書に基づいて、それぞ

れの業務が行われているか。 
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（２）指定管理業務に

係る出納その他

の事務 

① 指定管理業務に

係る出納が適正に

行われないリスク 

② 管理協定書に規

定された業務が適

正に行われないリ

スク 

ア 公の施設の管理に係る収支会

計経理は適切になされているか。

また、他の事業との会計区分は明

確であるか。 

イ 公の施設の管理に係る出納関

係帳簿、記帳は適正になされてい

るか。また、領収書類の整備、保

存は適切になされているか。 

 
 ５ 主な調査手続 
   ウイッツコミュニティに次の方法を用いて調査を実施した。 

（１）書面調査 

    必要書類が作成され、適切に記載されているかについて、次の書面等を確認した。 
    ・共同企業体を構成するためのギオンとの協定書 

・平成２９年度収支決算書 

・預金通帳(全ての取引金融機関、平成２９年４月１日から平成３０年５月３１日

まで記載があるもの) 

    ・総勘定元帳 

        ・収支執行状況シート 

    ・受取証憑
ぴょう

書類(請求書、領収書等) 

    ・自社証憑
ぴょう

書類(請求書控、領収書控等) 

    ・賃金台帳 

・人件費台帳 

・給与明細書(写) 

    ・リフレッシュセンター利用料等集計表 

・現金出納帳 

 （２）ヒアリング 

   ウイッツコミュニティ担当職員に対してヒアリングを実施し、見解を聴取した。 

 

６ リフレッシュセンターの概況等 

 （１）所在地 

    相模原市緑区若柳１２０７番地４ 

 （２）開館年月日 

    平成１３年４月１日 

 （３）主な施設 

ふれあいルーム１・２、調理実習室、研修室、会議室、図書コーナー 

 



4 
 

（４）指定の期間 

  平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで 

（５）平成２９年度指定管理料 

  １３，７８０，４２０円 

（６）組織(平成３０年４月１日現在。指定管理者作成資料による。) 

  職員９人  <内訳>館長 1 人 

           その他職員 ８人(非常勤職員８人)   

（７）指定管理者が行う業務の範囲 

相模原市立さがみ湖リフレッシュセンター条例(平成１７年相模原市条例第９３

号。以下「条例」という。)第２２条において、次のとおり定められている。 

ア リフレッシュセンターの休所日を定めること 、休所日を開所日とすること、及

び利用できる時間の変更に関する業務 

イ リフレッシュセンターの利用の承認、利用の制限、利用の承認の取消し等に関

する業務 

ウ 特別な設備等の使用等の承認に関する業務 

エ 入所の制限等に関する業務 

オ 販売行為等の許可に関する業務 

カ 条例第１５条第２項の規定による原状回復に係る事務の執行及びこれに要した

費用の徴収に関する業務 

キ 高齢者の健康の保持及び増進並びに介護知識及び介護方法の普及を図るための

事業の実施に関する業務のうち、市長が別に定めるもの 

ク リフレッシュセンターの施設等の維持管理に関する業務のうち市長が別に定め

るもの 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、リフレッシュセンターの管理上必要と認め

られるもの 

（８）管理経費の収支状況 

管理協定書第１８条第２項の規定に基づき平成３０年４月２７日付けで市に提出

された平成２９年度の事業報告書に記載されたリフレッシュセンターの管理経費の

収支の状況(以下「収支決算」という。)の概要は、次表のとおりである。 

 

収支決算 

■ 収入              (単位：円)

科    目 予 算 額 決 算 額 

指定管理料 13,780,420  13,780,420 

利用料収入 90,000  134,610 

事業実施収入 27,000  3,300 
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その他の収入 7,580 14,660 

収入合計 13,905,000 13,932,990 

■ 支出 

科    目 予 算 額 決 算 額 

給料・手当他 2,800,000 2,758,766 

法定福利費 460,000 458,860 

賃金 5,300,000 5,516,095 

人件費計 8,560,000 8,733,721 

消耗品費 170,000 182,638 

燃料費 40,000 33,753 

食糧費 5,000 3,435 

光熱水費 1,700,000 1,747,707 

修繕料 308,000 315,560 

通信運搬費 180,000 190,075 

手数料 15,000 15,936 

保険料 20,000 23,850 

委託費 1,949,000 1,948,225 

使用料及び賃借料 215,000 210,540 

その他 36,000 52,060 

負担金 20,000 19,714 

本社管理経費 489,400 265,000 

施設維持管理費計 5,147,400 5,008,493 

需用費 49,000 37,185 

報償費 0 0 

役務費 0 0 

使用料及び賃借料 21,600 43,200 

負担金 127,000 108,980 

事業運営費計 197,600 189,365 

支出合計 13,905,000 13,931,579 

 

（９）会計処理の記録手順 

調査時点におけるリフレッシュセンターの会計処理の記録の手順は、おおむね次 

のとおりである。 

ア 収入については、リフレッシュセンターが施設利用料金等(施設利用料金及び施

設において現金で収納する複写費用等の雑収入をいう。以下同じ。)の窓口での収
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納及びそれに伴う現金の預金口座への預入れを行っており、当該預金口座の通帳

はウイッツコミュニティ本社(以下「本社」という。)が管理していた。施設では

入金処理のためのキャッシュカードを管理していた。 

また、指定管理料、振込払の施設利用料金及び自動販売機売上手数料について

は、別の預金口座の通帳により本社が管理していた。 

イ 支出については、施設において、３万円の小口現金を預かり、消耗品等を購入

していたが、それ以外の支払は本社が行っていた。 

ウ 施設では、施設利用料金等の収入についての利用料金領収書(控え)等の帳票記

録に基づきリフレッシュセンター利用料等集計表、現金出納帳を作成していた。 

エ 上記ウ以外の書類については、本社が作成していた。 

 

第２ 調査の結果 

１ 指定管理業務における共同企業体の業務分担について 

   共同企業体を構成するための協定書を確認したところ、次のとおりの業務分担とな

っていた。 

・ウイッツコミュニティ：指定管理者業務(施設運営全般(会計業務を含む。)) 

・ギオン：指定管理者業務コンサルティング 

 
２ 会計について 

（１）市から振り込まれる指定管理料、振込払の施設利用料金及び自動販売機売上手数

料を受け入れるための口座並びに窓口で支払われた施設利用料金等を預け入れるた

めの口座は設けられていた。 

（２）管理協定書第１５条第１項では、「独立した会計に係る帳簿を備え付けなければな

らない」とされているが、これに当たる帳簿において一部に記載誤りがあった。ま

た、帳簿は証憑
ひょう

書類に基づいて作成し、証憑
ひょう

書類は帳簿との関係を明らかにして整

理保存すべきところ、適切な整理等が徹底されておらず、帳簿の一部において証憑
ひょう

書

類との整合性を確認することができなかった。 

（３）委託費及び修繕費について、ウイッツコミュニティの人件費が含まれている等適

切な科目仕分けが行われていなかった。 

 
３ 収支決算書について 

（１）平成３０年３月分の非常勤職員全員の賞与の金額が記載されていなかった。 

（２）委託費及び修繕費のほか、各科目に集計誤りが見られた。 

 
４ 現金出納について 

施設における現金の管理状況については、施設利用料金等を預け入れるための口座

を設けており、現金出納帳、リフレッシュセンター利用料等集計表及び預金通帳を照
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合したところ、現金出納帳の一部に記載誤りがあるものの、おおむね合致していた。 

 

５ その他 

今回の調査に先立って実施した事前調査においては、平成３０年度予算で調達した

備品(故障したプロジェクターの代替品)について、管理協定書第４１条第２項及び第

４項の規定に基づき適正な手続がなされていたほか、管理協定書第１８条第１項に定

める管理業務等に関する報告書についてもおおむね適正に提出されていることを確認

している。 

 
第３ 指示事項 

１ 出納事務に係る証憑
ひょう

書類の整理について 

出納事務に係る証憑
ひょう

書類は、帳簿を作成する上での基礎となる書類であることから、

適切な管理を行うこと。 

 
２ 委託費及び修繕費の支出の明確化について 

委託費及び修繕費に含まれているウイッツコミュニティの人件費等については、正

確な科目仕分けを行い、正しい科目に計上すること。 

なお、この結果、修繕費が管理協定書第２３条第３項に定める修繕費の額を下回る

場合は、その残額を市に返還すること。 

 

３ 収支決算書について 

今回の調査によって、決算額に誤りのあることが判明しているので、正しい収支決

算書を提出すること。 

 
４ より適正な会計事務について 

調査において指摘した軽微な修正点については、既に帳簿を訂正するなどの対応が

なされたところであるが、より適正な会計事務を執行すること。 
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   議案第１２９号 指定管理者の指定について 

(相模原市立勤労者総合福祉センター)に係る 

調査結果 

 

 

【指定管理業務における共同企業体の業務分担】 

公益財団法人相模原市勤労者福祉サービスセンター 

・全体管理(共同企業体間の取りまとめ、会計業務等) 

・運営管理(勤労者福祉事業の実施に関する業務、施設の利用承認等) 

株式会社ウイッツコミュニティ 

・施設維持管理 (保守管理、修繕、清掃等) 

 

  

別紙３ 
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第１ 調査の概要 

１ 調査の対象 

 （１）対象施設 

相模原市立勤労者総合福祉センター 

 （２）所管課名 

     環境経済局経済部雇用政策課 

 （３）対象事項 

サン・エールさがみはら管理運営グループ(公益財団法人相模原市勤労者福祉サー

ビスセンター(以下「勤労者福祉サービスセンター」という。)及び株式会社ウイッ

ツコミュニティ(以下「ウイッツコミュニティ」という。)による共同企業体)におけ

る指定管理業務の業務分担 

 （４）対象期間 

     平成３１年度から平成３５年度まで 

 
 ２ 主な調査手続 
   勤労者福祉サービスセンターとウイッツコミュニティとが、平成３１年度からの指

定管理者への応募に当たって締結した共同企業体結成協定書を確認した。 

 

３ 相模原市立勤労者総合福祉センターの概況等 

 （１）所在地 

    相模原市緑区西橋本５丁目４番２０号 

 （２）開館年月日 

    平成１１年４月８日 

 （３）主な施設 

ホール、多目的室、第１・第２研修室、工芸室、教養文化室、第１・第２会議室、

トレーニング室、音楽練習室、リハーサル室、レストラン 

（４）現在の指定管理者 

   サン・エールさがみはら管理運営グループ(勤労者福祉サービスセンター及び小田

急デパートサービス株式会社による共同企業体) 

（５）現在の指定の期間 

  平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで   

（６）平成２９年度指定管理料 

  ５８，０３２，３４０円 

（７）組織(平成３０年４月１日現在。指定管理者作成資料から作成) 

    職員１７人  <内訳>館長 1 人 

              その他職員 １６人 

（８）指定管理者が行う業務の範囲 



3 
 

相模原市立勤労者総合福祉センター条例(平成１５年相模原市条例第４６号。以下

「条例」という。)第２２条において、次のとおり定められている。 

ア センターの休所日を定めること、休所日を開所日とすること、及び利用できる

時間の変更に関する業務 

イ センターの利用の承認、利用の制限、利用の承認の取消し等に関する業務 

ウ 特別な設備等の使用等の承認に関する業務 

エ 入所の制限等に関する業務 

オ 販売行為等の許可に関する業務 

カ 条例第１５条第２項の規定による原状回復に係る事務の執行及びこれに要した

費用の徴収に関する業務 

キ 勤労者の福祉の向上を図るための事業の実施に関する業務のうち、市長が別に

定めるもの 

ク センターの施設等の維持管理に関する業務のうち、市長が別に定めるもの 

ケ アからクに掲げるもののほか、センターの管理上必要と認められる業務で、市

長が別に定めるもの 

 

第２ 調査の結果 

 指定管理業務における共同企業体の業務分担について 

   共同企業体結成協定書を確認したところ、次のとおりの業務分担となっていた。 

・勤労者福祉サービスセンター 

全体管理(共同企業体間の取りまとめ、会計業務等) 

運営管理(勤労者福祉事業の実施に関する業務、施設の利用承認等) 

・ウイッツコミュニティ 

施設維持管理(保守管理、修繕、清掃等) 
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    議案第１４０号 指定管理者の指定について 

(相模原市市営住宅)に係る調査経過 

 

 

【指定管理業務における共同企業体の業務分担】 

株式会社ウイッツコミュニティ 

 ・一般管理業務(会計業務を含む。) 

・設備保守点検業務 

株式会社相模ダイワ 

 ・家賃徴収業務 

株式会社日立ビルシステム 

 ・エレベータ点検 

・コールセンター業務 

  

別紙４ 
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第１ 調査の概要 

 １ 調査の種類 

   地方自治法第２４４条の２第１０項及び相模原市市営住宅の管理に関する協定書

(以下「管理協定書」という。)第２０条第１項の規定に基づく調査 

 

２ 調査の実施日及び場所 

（１）実施日 

平成３０年１１月６日から継続調査中 

(現地調査は１１月６日、２２日及び２６日) 

（２）場所 

   株式会社ウイッツコミュニティ 西門オフィス 

相模原市中央区相模原６丁目２０番１号 ウイッツ西門プラザ 

株式会社ウイッツコミュニティ 本店 

相模原市中央区相模原４丁目７番１０号 エス・プラザビル１Ｆ 

 

 ３ 調査の対象 

 （１）対象施設 

相模原市市営住宅(以下「市営住宅」という。) 

 （２）所管課名 

都市建設局まちづくり計画部市営住宅課 

 （３）対象法人 

共同企業体ウイッツ(以下「共同企業体」という。)における会計事務を含む一般管

理・設備保守点検業務担当法人株式会社ウイッツコミュニティ(以下「ウイッツコミ

ュニティ」という。) 

 （４）対象期間 

     平成２９年度並びに平成３０年４月及び５月 

 

 ４ 主なリスク及び着眼点 
   調査の実施に当たり想定されるリスクを踏まえ、次のとおり主な着眼点を定めて調

査を行っている。 

調査対象事務 リスク 主な着眼点 

（１）共同企業体におけるウ

イッツコミュニティ、株

式会社相模ダイワ(以下

「相模ダイワ」という。)

及び株式会社日立ビル 

業務分担が適切に

行われないリスク 

共同企業体を構成するため

の相模ダイワ及び日立ビルシ

ステムとの協定書に基づい

て、それぞれの業務が行われ

ているか。 
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システム(以下「日立ビル

システム」という。)が担

当する業務 

  

（２）指定管理業務に係る出

納その他の事務 

① 指定管理業務に

係る出納が適正に

行われないリスク 

② 管理協定書に規

定された業務が適

正に行われないリ

スク 

ア 公の施設の管理に係る収

支会計経理は適切になされ

ているか。また、他の事業と

の会計区分は明確である

か。 

イ 公の施設の管理に係る出

納関係帳簿、記帳は適正に

なされているか。また、領収

書類の整備、保存は適切に

なされているか。 

 

 ５ 主な調査手続 
   ウイッツコミュニティに次の方法を用いて調査を実施している。 

（１）書面調査 

    必要書類が作成され、適切に記載されているかを確認するため、次の書面等の提示
を受けた。 

    ・共同企業体を構成するための相模ダイワ及び日立ビルシステムとの協定書 

    ・平成２９年度収支報告書 

    ・預金出納簿 

    ・預金通帳(全ての取引金融機関、平成２９年４月１日から平成３０年５月３１日

まで記載があるもの) 

・入居者台帳 

    ・駐車場区画管理台帳 

    ・共益費通帳等 

    ・仕訳一覧(事務費支出の一覧) 

    ・仕訳日計表(各種伝票綴) 

    ・人件費に係る一覧表 

    ・給与明細書(写) 

    ・独立した会計に係る総勘定元帳に代わるもの 

 （２）ヒアリング 

   ウイッツコミュニティ担当職員に対してヒアリングを実施し、見解を聴取してい

る。 
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６ 市営住宅の概況等 

 （１）管理戸数(平成３０年４月１日現在。市営住宅管理統計による。) 

    ６０団地 ２，８３９戸 

 （２）入居戸数(平成３０年４月１５日現在。市営住宅管理統計による。) 

２，５８９戸 

（３）指定の期間 

  平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで 

 （４）平成２９年度指定管理料 

    ２２８，９５４，６７８円 

 （５）指定管理者が行う業務の範囲 

相模原市市営住宅条例(平成９年相模原市条例第１９号)第７９条において、次の

とおり定められている。 

ア 市営住宅等の維持管理に関する業務のうち、市長が別に定めるもの 

イ 市営住宅の入居に関する業務のうち、市長が別に定めるもの 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、市営住宅等の管理上必要と認められる業務で、市

長が別に定めるもの 

（６）管理経費の収支状況 

管理協定書第１９条の規定に基づき平成３０年４月２７日付で市に提出された平

成２９年度の市営住宅管理経費の収支の状況(以下「収支決算」という。)の概要は、

次表のとおりである。 

     

    収支決算 

■ 収入                              (単位：円) 

科  目 予 算 額 決 算 額 

指定管理料(委託費) 124,292,440 124,077,253 

指定管理料(修繕費) 104,882,000 104,877,425 

収入合計 229,174,440 228,954,678 

■ 支出 

科  目 予 算 額 決 算 額 

人件費 48,174,605 48,165,222 

事務費 11,185,890 11,179,390 

消防設備点検費 4,147,481 4,139,481 

給水施設検査費 533,444 528,444 

受水槽清掃費 3,751,963 3,746,963 

給水装置保守点検費 1,961,444 1,958,444 

排水管清掃費 761,000 761,000 
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浄化槽維持管理費 476,000 475,000 

エレベータ保守管理費 17,158,444 17,158,444 

機械式駐車場保守点検費 2,190,000 2,190,000 

需要設備等保守点検費 533,000 530,000 

排水ポンプ保守点検費 750,000 750,000 

ガソリントラップ保守点検費 80,000 80,000 

児童遊具保守点検費 190,000 190,000 

緊急通報装置保守点検費 5,090,407 5,090,407 

除草費 7,895,852 7,895,852 

樹木剪定費 6,000,000 6,000,000 

施設清掃費 476,000 476,000 

害虫駆除費 914,407 909,907 

建築物・建築設備点検費 2,306,222 2,306,222 

共益費管理費 310,185 310,185 

公租公課費 9,190,909 9,187,276 

修繕費 104,882,000 104,877,425 

支出合計 228,959,253 228,905,662 

 

第２ 調査の経過 

１ 指定管理業務における各構成団体の業務分担について 

   共同企業体を構成するための協定書を確認したところ、次のとおりの業務分担とな

っていた。 

・ウイッツコミュニティ 

一般管理業務(会計業務を含む。) 

設備保守点検業務 

・相模ダイワ 

家賃徴収業務 

・日立ビルシステム 

エレベータ点検 

コールセンター業務 

 

 ２ 会計及び収支決算書等について 

   会計経理等の適正性を確認するため、必要な書面について現在調査中である。 

 

第３ 指示事項 

  調査未了のため、調査終了後に明らかにする。 
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    議案第１４０号 指定管理者の指定について 

(相模原市市営住宅)に係る調査結果 

 

 

【指定管理業務における共同企業体の業務分担】 

株式会社ウイッツコミュニティ 

 ・一般管理業務(会計業務を含む。) 

・設備保守点検業務 

株式会社相模ダイワ 

 ・住宅使用料及び駐車場使用料徴収業務 

株式会社日立ビルシステム 

 ・エレベータ点検 

・コールセンター業務 

  

別紙 



2 

 

第１ 調査の概要 

 １ 調査の種類 

   地方自治法第２４４条の２第１０項及び相模原市市営住宅の管理に関する協定書

(以下「管理協定書」という。)第２０条第１項の規定に基づく調査 

 

２ 調査の実施日及び場所 

（１）実施日 

平成３０年１１月６日から１２月７日まで 

(現地調査は１１月６日、２２日及び２６日) 

（２）場所 

   ・相模原市役所 

   ・株式会社ウイッツコミュニティ 西門オフィス 

相模原市中央区相模原６丁目２０番１号 ウイッツ西門プラザ 

・株式会社ウイッツコミュニティ 本店 

相模原市中央区相模原４丁目７番１０号 エス・プラザビル１Ｆ 

 ３ 調査の対象 

 （１）対象施設 

相模原市市営住宅(以下「市営住宅」という。) 

 （２）所管課名 

都市建設局まちづくり計画部市営住宅課 

 （３）対象法人 

共同企業体ウイッツ(以下「共同企業体」という。)における会計事務を含む一般管

理・設備保守点検業務担当法人株式会社ウイッツコミュニティ(以下「ウイッツコミ

ュニティ」という。) 

 （４）対象期間 

     平成２９年度並びに平成３０年４月及び５月 

 

 ４ 主なリスク及び着眼点 

   調査の実施に当たり想定されるリスクを踏まえ、次のとおり主な着眼点を定めて調

査を行っている。 

調査対象事務 リスク 主な着眼点 

（１）共同企業体におけるウ

イッツコミュニティ、株

式会社相模ダイワ(以下

「相模ダイワ」という。)

及び株式会社日立ビル 

業務分担が適切に

行われないリスク 

共同企業体を構成するため

の相模ダイワ及び日立ビルシ

ステムとの協定書に基づい

て、それぞれの業務が行われ

ているか。 



3 

 

システム(以下「日立ビル

システム」という。)が担

当する業務 

  

（２）指定管理業務に係る出

納その他の事務 

① 指定管理業務に

係る出納が適正に

行われないリスク 

② 管理協定書に規

定された業務が適

正に行われないリ

スク 

ア 公の施設の管理に係る収

支会計経理は適切になされ

ているか。また、他の事業と

の会計区分は明確である

か。 

イ 公の施設の管理に係る出

納関係帳簿、記帳は適正に

なされているか。また、領収

書類の整備、保存は適切に

なされているか。 

 

 ５ 主な調査手続 

   ウイッツコミュニティに次の方法を用いて調査を実施した。 

（１）書面調査 

    必要書類が作成され、適切に記載されているかを確認するため、次の書面等の提示

を受けた。 

    ・共同企業体を構成するための協定書 

    ・平成２９年度収支報告書 

    ・預金出納簿 

    ・預金通帳(全ての取引金融機関、平成２９年４月１日から平成３０年５月３１日

まで記載があるもの) 

・入居者台帳 

    ・駐車場区画管理台帳 

    ・共益費通帳等 

    ・仕訳一覧(事務費支出の一覧) 

    ・仕訳日計表(各種伝票綴) 

    ・人件費に係る一覧表 

    ・給与明細書(写) 

    ・独立した会計に係る総勘定元帳 

 （２）ヒアリング 

   ウイッツコミュニティ担当職員に対してヒアリングを実施し、見解を聴取した。 
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６ 市営住宅の概況等 

 （１）管理戸数(平成３０年４月１日現在。市営住宅管理統計による。) 

    ６０団地 ２，８３９戸 

 （２）入居戸数(平成３０年４月１５日現在。市営住宅管理統計による。) 

２，５８９戸 

（３）指定の期間 

  平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで 

 （４）平成２９年度指定管理料 

    ２２８，９５４，６７８円 

 （５）組織(平成３０年４月１日現在。指定管理者作成資料による。) 

    職員 １４名  〈内訳〉正社員６名、契約社員２名、パートタイム６名 

 （６）指定管理者が行う業務の範囲 

相模原市市営住宅条例(平成９年相模原市条例第１９号)第７９条において、次の

とおり定められている。 

ア 市営住宅等の維持管理に関する業務のうち、市長が別に定めるもの 

イ 市営住宅の入居に関する業務のうち、市長が別に定めるもの 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、市営住宅等の管理上必要と認められる業務で、市

長が別に定めるもの 

（７）管理経費の収支状況 

管理協定書第１９条第１項の規定に基づき平成３０年４月２７日付で市に提出さ

れた平成２９年度の市営住宅管理経費の収支の状況(以下「収支決算」という。)の概

要は、次表のとおりである。 

     

    収支決算 

■ 収入                              (単位：円) 

科  目 予 算 額 決 算 額 

指定管理料(委託費) 124,292,440 124,077,253 

指定管理料(修繕費) 104,882,000 104,877,425 

収入合計 229,174,440 228,954,678 

■ 支出 

科  目 予 算 額 決 算 額 

人件費 48,174,605 48,165,222 

事務費 11,185,890 11,179,390 

消防設備点検費 4,147,481 4,139,481 

給水施設検査費 533,444 528,444 

受水槽清掃費 3,751,963 3,746,963 
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給水装置保守点検費 1,961,444 1,958,444 

排水管清掃費 761,000 761,000 

浄化槽維持管理費 476,000 475,000 

エレベータ保守管理費 17,158,444 17,158,444 

機械式駐車場保守点検費 2,190,000 2,190,000 

需要設備等保守点検費 533,000 530,000 

排水ポンプ保守点検費 750,000 750,000 

ガソリントラップ保守点検費 80,000 80,000 

児童遊具保守点検費 190,000 190,000 

緊急通報装置保守点検費 5,090,407 5,090,407 

除草費 7,895,852 7,895,852 

樹木剪定費 6,000,000 6,000,000 

施設清掃費 476,000 476,000 

害虫駆除費 914,407 909,907 

建築物・建築設備点検費 2,306,222 2,306,222 

共益費管理費 310,185 310,185 

公租公課費 9,190,909 9,187,276 

修繕費 104,882,000 104,877,425 

支出合計 228,959,253 228,905,662 

 

第２ 調査の結果 

１ 指定管理業務における各構成団体の業務分担について 

   共同企業体を構成するための協定書を確認したところ、次のとおりの業務分担とな

っていた。 

・ウイッツコミュニティ 

一般管理業務(会計業務を含む。) 

設備保守点検業務  

・相模ダイワ 

住宅使用料及び駐車場使用料徴収業務 

・日立ビルシステム 

エレベータ点検 

コールセンター業務 

２ 会計について 

（１）住宅使用料及び駐車場使用料(公金である現金)は相模ダイワが取り扱っており、徴

収した住宅使用料は全て市に納付されている。(ウイッツコミュニティは取り扱って

いない。) 
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（２）帳簿及び伝票を確認したところ、他会計の費用が混入する等の誤りが見受けられた。 

３ 収支報告書等について 

（１）平成２９年度収支報告書の管理委託料の決算額と、独立した会計に係る帳簿として

提出された共同企業体の総勘定元帳との突合を行ったところ、提出された帳簿と決算

額は項目ごとの合計が一致していた。 

（２）平成２９年度総勘定元帳及び平成３０年４・５月仕訳一覧と、証憑
ひょう

書類伝票の突

合を行ったところ、２(２)のとおり誤りが見受けられた。 

 

第３ 指示事項 

１ 帳簿類の整備について 

独立した会計に係る帳簿は、適切な管理を行うこと。 

 

２ 出納事務に係る証憑
ひょう

書類の整理について 

出納事務に係る証憑
ひょう

書類は、帳簿を作成する上での基礎となる書類であることから、

適切な管理に努めること。 

 

３ 収支決算書について 

今回の調査によって、決算額に誤りのあることが判明しているので、正しい収支決算

書を提出すること。 

 

４ より適正な会計事務について 

調査において指摘した事項について、速やかに改善措置を取るとともに、より適正な

会計事務を執行すること。なお、必要に応じて追加の指示をする場合があるので、引き

続き市との連絡・協議を密にすること。 


